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令和６年１月作成 

那須地区消防組合 

 

 

        那須地区消防組合の財務書類        
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（１）平成２６年５月２３日付、総務大臣通知総財務第１０２号により、固定資産台帳の整備

と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準が示された。 

   財務書類作成のための会計基準は、「今後の新地方公会計の推進に関する実務研究会」

において取りまとめられた「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に依るものとす

る。 

（２）統一的な基準による財務書類は、主に以下のような特徴を有している。 

 ア 会計処理方法として、複式簿記、発生主義会計を採用し、一般会計等の歳入歳出データ

から複式仕訳を作成することにより、現金取引（歳入・歳出）のみならず、全てのフロー

情報（期中の収益・費用及び純資産の内部構成の変動）及びストック情報（資産・負債・

純資産の期末残高）を網羅的かつ誘導的に記録・表示すること。 

 イ 決算情報（決算分析のための情報）の作成・開示のみならず、事業や公共施設等のマネ

ジメントの促進をも可能とする勘定科目体系を備えていること。 

（３）本会計規則は、上記に基づき、那須地区消防組合における一般会計を、複式簿記の記帳

方法により正確な会計帳簿を通じて、財務書類を作成する際の基準を示したものである。 

   財務書類の内容は、一般会計等財務書類と連結財務書類で、基準とする時点は各年３月

３１日（年度末）とし、基準とする期間は、各年４月１日から翌年３月３1 日までである。

ただし、翌年４月１日から５月３１日までの地方自治法第２３５条の５に規定する出納整

理期間を含む。 

仕訳の方法は、年度末に一括で仕訳する期末一括仕訳方式を採用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ はじめに                                         
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財務書類は４表から構成されており、相互関係は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

（１）貸借対照表（BS） 

基準日時点（出納整理期間における増減を含む）における財政状態（資産・負債・純資

産）を示すもので、表としては、左側に資産、右側に負債及び純資産を表示する。なお、

純資産とは資産と負債の差額である。 

（２）行政コスト計算書（PL） 

会計期間中の行政サービスに費やした行政資源の額を示したもので、人件費、物件費、

減価償却費等の経常行政コストから、行政サービスの対価として得た使用料や手数料を差

し引いて純行政コストを示す。 

（３）純資産変動計算書（NW） 

会計期間中の純資産が、どのような要因で増減したかを表すもので、表の本年度末純資

産残高は貸借対照表の純資産合計と一致する。 

（４）資金収支計算書（CF） 

単年度の資金収支を表し、資金の増減を「業務活動収入」、「投資活動収入」、「財務活動

収入」の３区分に分け、活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力から明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 財務書類の構成                             
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（１）那須地区消防組合の財務書類は一般会計とする。 

（２）那須地区消防組合の連結対象団体は、栃木県市町村総合事務組合とする。 

（３）那須地区消防組合の構成市町は、大田原市、那須塩原市、那須町である。 

 構成市町の按分割合は負担金総額の割合とする。令和４年度財務書類作成においては、以下 

の割合をもって按分を行った。 

 

 

 

 

 

 

（４）財務書類の表示金額単位は、円単位を原則とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成市町 負担金額（千円） 按分割合（％） 

大田原市 1,089,655 33.10 

那須塩原市 1,665,985 50.61 

那須町 536,175 16.29 

合計 3,291,815 100.00 

３ 基本情報                              
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・令和４年度末において連結会計では、6,035,488 千円の資産、4,157,006 千円の負

債があり、純資産は 1,878,482千円となっている。 

・退職手当引当金は、要支給額が計上されている。 

・賞与引当金は、令和５年６月支給分の総額から４/６した金額が計上されている。 

・純資産のうち、固定資産形成分 5,947,492千円は、これまで資産形成に充当した資源

の蓄積を示し、余剰分△4,069,009千円は将来負担額となるが、一般的にマイナスとな

るもので、直ちに解決しなければならないものではない。 

４ 貸借対照表（BS） 令和５年３月３１日                               
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・行政コストの総額である経常費用は、3,532,436千円となっており、行政サービスの

対価として住民が負担する使用料・手数料などの経常収益は32,696千円となっている。 

・経常費用から経常収益を差し引き、臨時損益を加減した純行政コストは、3,504,354

千円となっており、この部分は構成市町の負担金、国県等補助金で賄うことになる。 

 

 

 

５ 行政コスト計算書（PL） 自 令和４年４月１日  至 令和５年３月３１日          
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・純行政コスト 3,504,354千円に対し、財源が 3,393,165千円となっているので、発

生したコストを財源が下回っており、民間企業でいうところの赤字の状態となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 純資産変動計算書（NW） 自 令和４年４月１日 至 令和５年３月３１日                              
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・業務活動収支は、389,884千円のプラスとなっている。 

・投資活動収支は、311,526千円のマイナスとなっている。 

・財務活動収支は、159,412千円のマイナスとなっている。償還額の方が借入額より多

いことを示しており、地方債償還が進んでいることが分かる。 

・令和４年度資金収支は、81,053千円のマイナスとなっている。資金収支がマイナス続

きとなると、資金が底をつき財政破錠の状態になってしまうため注意が必要である。 

７ 資金収支計算書（CF） 自 令和４年４月１日 至 令和５年３月３１日          



用語説明集 

【 貸借対照表 】 

資産の部 負債の部 

固定資産   固定負債  

有形固定資産    地方債  発行した地方債のうち、翌翌年度以降の償還予定額 

事業用資産  公共サービスに供されている資産で、インフラ資産、物品以外  退職手当引当金  退職金のうち、組合の将来的な負担相当分 

インフラ資産  道路・下水道・公園等の社会基盤となる資産 流動負債  

土地  組合所有の土地  1年内償還予定地方債  発行した地方債のうち、翌年度の償還予定額 

建物 建物及び建物に付属される資産  賞与等引当金  翌年度 6月支給賞与のうち、当該年度負担相当分 

建物減価償却累計額 建物のうち、経年劣化により価値の減少とみなされる額の累計 純資産の部 

工作物 土地に定着した人工物 
固定資産等形成分 

 資産形成の蓄積であり、金銭以外の形態で保有されるもの 

 ( 固定資産 + 短期貸付金(流動資産) + 基金(流動資産) ) 工作物減価償却累計額 工作物のうち、経年劣化により価値の減少とみなされる額の累計 

建設仮勘定 本体工事等が未完了であり、翌年度以降に完成する工事等の金額 
余剰分(不足分) 

費消可能な資源の蓄積であり、金銭の形態で保有されるもの 

物品 組合所有の車両・備品等のうち、原則として可動式のもの  ( 流動資産 － 短期貸付金(流動資産)－ 基金(流動資産) － 負債総額 ) 

物品減価償却累計額 物品のうち、経年劣化により価値の減少とみなされる額の累計 

無形固定資産  

ソフトウェア  ソフトウェア等   

投資その他の資産    

  投資及び出資金    

基金(その他) 財政調整基金、減債基金以外の基金の残高   

流動資産    

現金預金 歳計現金及び歳計外現金の合計額   

基金(財政調整基金)  財政調整基金の残高   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【 行政コスト計算書 】 

経常費用  毎年度継続的に発生する費用 

業務費用   

人件費   

 職員給与費  職員への給料、手当、共済費等 

賞与等引当金繰入額  当該年度分として貸借対照表の賞与等引当金へ引き当てた金額 

退職手当引当金繰入額  当該年度分として貸借対照表の退職引当金へ引き当てた金額 

その他  臨時職員、嘱託員等へ係る報酬、交通費等 

  物件費等   

物件費  備品や消耗品などの消費的性質の経費 

維持補修費  施設等の維持補修にかかる経費 

減価償却費 固定資産の価値減少とみなされる額の当年度発生分 

その他の業務費用   

  支払利息  地方債に係る利息の支払額 

  その他  各種保険料等 

 移転費用   

補助金等  関係団体等への負担金や補助金等 

社会保障給付  扶助費(児童手当等) 

その他 公課費に該当する経費 

経常収益 毎年度継続的に発生する収益 

使用料及び手数料 財・サービスの対価として徴収するもの 

その他 預金利子、負担支弁額、有価物売払収入等 

臨時損失  臨時的に発生する費用 

資産除売却損  固定資産除売却に伴い発生した経費 

臨時利益 臨時的に発生する収益 

資産売却益  固定資産売却に伴い発生した利益 

純行政コスト  経常費用から経常収益及び臨時利益を差し引いた当該年度の費用額 

 

 

 

 

 

 

 

【 純資産変動計算書 】 

純行政コスト(△)  純行政コスト計算書より転記 

財源  純資産の増加の起因となる収入等 

 税収等 分担金及び負担金、寄附金収入等 

 国県等補助金  国庫支出金及び都道府県支出金等 

固定資産等の変動(内部変動)  固定資産等形成分、余剰分(不足分)の内部構成変動額とその要因 

 有形固定資産等の増加  当該年度中に歳出より発生した固定資産増加額 

 有形固定資産等の減少  当該年度中に除売却された固定資産の取得額、当該年度の減価償却費 

 貸付金・基金等の増加 
 当該年度中の貸借対照表における、「投資その他資産」、「短期貸付金 

(流動資産)」「基金(流動資産)」の増加額 

 貸付金・基金等の減少 
当該年度中の貸借対照表における、「投資その他資産」、「短期貸付金 

(流動資産)」「基金(流動資産)」の減少額 

無償所管替等  無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



【 資金収支計算書 】 

業務活動収支  通常の業務に該当する収支 

 業務支出   

業務費用支出   

 人件費支出  ヒトに係る支出額 (給料、報酬、手当等) 

物件費等支出  モノに係る支出額 (一般的な経費等) 

支払利息支出  地方債に係る利息の支出額 

その他の支出  各種保険料、還付金等 

  移転費用支出   

補助金等支出  関係団体等への負担金及び補助金等の支出額 

社会保障給付支出  扶助費に係る支出額 (児童手当) 

他会計への繰出支出  特別会計への繰出金 

 その他の支出 公課費に係る支出額 

業務収入   

  税収等収入 分担金及び負担金 

 国県等補助金収入  国庫支出金及び都道府県支出金等の収入額 

  使用料及び手数料収入 財・サービスの対価として徴収した収入額 

   その他の収入 預金利子、負担支弁額、有価物売払収入等の諸収入額 

投資活動収支  公共施設等の整備費や基金、貸付金に関して投資を行った収支 

 投資活動支出   

公共施設等整備費支出 固定資産取得のための支出額 

基金積立金支出 基金へ積み立てるための支出額 

投資活動収入  

 国県等補助金収入 補助金等の収入額 

  基金取崩収入  基金を取り崩したことによる収入額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務活動収支  地方債に関する収支 

 財務活動支出   

  地方債償還支出  地方債のうち、当該年度中に償還した支出額の元金分 

 財務活動収入   

  地方債発行収入  新たに発行した地方債による収入額 

本年度資金収支額  当該年度中の資金収支 (収入‐支出) 

前年度末資金残高  前年度末での現金残高 

本年度末資金残高  当該年度末の歳入歳出差引額 

   

前年度末歳計外現金残高  前年度末での歳計外現金残高 

本年度歳計外現金増減額  前年度末からの歳計外現金増減額 

本年度末歳計外現金残高  当該年度末での歳計外現金残高 

本年度末現金預金残高  当該年度末での歳計現金及び歳計外現金の総額 

 


